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　世帯主のかた宛てに国民健康保険税（国保税）の納税通知書
を郵送します。今年度から通知書の様式を変更しています。発送
後しばらくの間は、電話や窓口が混み合います。

　県が示す標準保険料率（毎年度県が算定）と同等となるよう、昨年度から令和5年度までの3年間で段階的に
税率改定を行っています。また、新たな制度として未就学児がいる世帯に対し、一律に未就学児の均等割額を2
分の1に減額します。（低所得世帯に対する軽減が適用されている場合は、軽減後の均等割額の２分の１を減額）

本年度の納税通知書発送日

　国保税は、普通徴収の場合、7～3月の年9回払い
です。国保税を納付書で支払いしているかたには、納
付書用紙（コンビニやスマートフォンアプリでの決済
も可）を同封しています。口座振替のかたは、引き落と
し前に残高を確認してください。年金からの特別徴収
の場合は、年金支給日に徴収されます。

　預貯金口座から自動的に振り替えます。国保税が
還付される場合や、療養費を支給するときに、引き落
とし口座へ入金できるため振替依頼の手間が省けま
す。預貯金通帳と通帳届出印を持参の上、取扱金融
機関などへお申し込みください。また、保険医療課で
は、キャッシュカードでも登録の手続きができます（一
部の金融機関を除く）。

●低所得世帯のかた（申請不要）
●会社の都合などで失業したかた（申告が必要）
●災害、事業の休廃業、失業、療養などにより世帯の
所得が激減し生活が著しく困難になったかた（納期
限の7日前までに申請が必要）
●新型コロナウイルス感染症の影響により、著しく収
入が減少したかた（申請が必要）

　就職などで社会保険に加入したら国民健康保険証
の返還手続きを行い、税金の還付を受けましょう。法
定納期限の翌日から起算して5年経過すると、還付を
受けることができません。また、資格を失った状態で保
険証を使うと、保険診療分の医療費をご自身で一時
的に立て替えて、正当な保険者に返還請求することに
なります。月の途中で保険証の種類が変わったときは
医療機関にも伝えましょう。

※詳細は、ホームページ（上記二次元コード）をご覧ください

7月1日（金）

問い合わせ先／市役所保険医療課国保年金係 ☎76-8151

国民健康保険
（国保）のお知らせ

本年度の国保税の税率など

納期限までに早めのお支払いを

軽減・減免制度をご利用ください

安全、確実、便利な口座振替を

社会保険に加入したかた

　国保医療費の抑制は、国保税の上昇を防ぎます。
●日頃から健康づくりや上手な受診を心掛けましょう
●交通事故やけんかなど第三者の行為により負傷し
たとき、治療に国民健康保険証を使う場合は届け
出が必要です

　市役所職員をかたり高齢者を標的とした還付金詐
欺が多発しています。手続きでＡＴＭへ案内することは
ありません。不審な電話と感じたら、最寄りの警察署
へご相談ください。

医療費を大切に 詐欺にご注意を

・ ・ ・ ・ ・ ・

権利や財産を守る身近な仕組み 　成年後見制度は、認知症、知的障がい、精神障がいなどによって物事を
判断する能力が十分でないかたについて、本人の権利を守る援助者（成年
後見人など）を選ぶことで、本人を支援する制度です。

問い合わせ先／市役所長寿課長寿支援係 ☎76-8143、市役所福祉課障がい福祉係 ☎76-8142

と　き 第1木曜日 午後1時30分～4時30分
申し込み方法 尾張東部権利擁護支援センター（☎75-5008）に電話で

ところ 市役所 市民相談室

成年後見制度の種類

成年後見制度に関する市民相談

法定後見制度

　既に判断能力が低下している場合に利用する
「法定後見制度」と判断能力があるうちに将来に備
えて契約を結んでおく「任意後見制度」の2つの仕
組みがあります。

　判断能力が不十分なかたに代わって法律行為をしたり、
被害にあった契約を取り消したりする制度です。「後見」「保
佐」「補助」の3つに分かれており、本人の判断能力の程度
などに応じて利用できます。

介護保険制度

食費・部屋代の負担軽減制度

気軽にご相談ください

申請・問い合わせ先／市役所長寿課介護保険係 ☎76-8144

　介護保険では、所得の低いかたが介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設など）や
ショートステイ（短期入所生活介護、短期入所療養介護）を利用する場合、食費・部屋代の負担軽減を
行っています。

利用者負担段階と対象となる条件

※年金収入額には、非課税年金も含む

利用者
負担段階 預貯金額（夫婦）

第1段階
●生活保護受給者
●世帯（世帯を分離している配偶者を含む。以下同じ）全員が市民税
非課税である老齢福祉年金受給者

1,000万円（2,000万円）以下

第2段階
世帯全員が
市民税非課税

年金収入額＋その他合計所得金額が80万円以下 650万円（1,650万円）以下

第3段階① 年金収入額＋その他合計所得金額が80万円超
120万円以下 550万円（1,550万円）以下

第3段階② 年金収入額＋その他合計所得金額が120万円超 500万円（1,500万円）以下
第4段階 上記以外のかた 食費、部屋代の軽減なし

介護保険負担割合証
　要介護・要支援認定を受けているかたに、8月1日から有効な新しい介護保険負担割合証を7月中旬に郵送しま
す。古い介護保険負担割合証は8月1日以降無効となりますので、市役所へ返却してください。
※介護保険負担割合証は基本的に申請する必要はありません。紛失や破損など、再発行が必要な場合には申請し
てください。

手続き方法
　昨年度、負担限度額認定証をお持ちで、今年度も該当が見込まれるかたには負担限度額認定申請書を6月中旬
に送付しています。申請時には預貯金などが確認できる書類（通帳の写しなど）の提出が必要です。負担限度額認
定は、申請のあった月の初日までしかさかのぼることができません。申請が遅れると、軽減の適用が遅れるので、早
めに申請してください。

市ホームページ

対象となる条件


